
担当課長名

章

節

項目

252.1%

238.2%

255.7%

- 

1.70 13,260 0.22 1,716 0.21 1,638 0.21 1,596 95.5%

1.70 13,260 0.22 1,716 0.21 1,638 0.21 1,596 95.5%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

245.3%

217.9%

- 

0.0%

- 

291.3%

118.7%

- 

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

受益者負担の見直し 平成 　 年度

一般財源 Ｃ 37,509 16,932 49,318 18,396

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 36.5% 42.4% 50.3% 73.6%

その他財源 9,072

うち受益者負担 Ｂ

6,600

地方債 27,700 18,300

  支  出  合  計 Ａ 102,844 39,936 97,978 24,996

財

源

国・府支出金 37,635 13,932 30,360

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付職員（フルタイム）

任期付職員（短時間勤務）

非常勤職員

アルバイト

18,000

主
な
内
訳

委託料 4,620 7,980 19,008 5,400

請負費 84,964 30,240 77,332

H26/H25
(決算） (決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 89,584 38,220 96,340 23,400

実 施 根 拠

※根拠法とその条項 道路法第42条（道路の維持又は修繕）、道路法施行規則第四条の五の五

２　事業費等

区　　　　　分
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市道に架かる橋りょう

事業の手段・方法
（どのように）

橋りょう長寿命化計画に基づく修繕工事を行う

実 施 期 間   （平成２２年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入） （　　              　　） （　　              　　）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

老朽化する橋りょうに対し、予防的な修繕を施工することにより延命化を図り、安心・安全な道
路網を確保すると共に、更新時期の集中を遅らせることによりライフサイクルコストの縮減を図
る。

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号 1041 財務会計上の短縮番号 4880

総合計画の体系

第１章にぎわいと活力あふれるまち

第４節道路網の整備

項目１計画的な道路整備・管理の推進

事務事業評価シート（２６年度実施事務事業）

担当部署名 都市建設部道路課 和田　冨士夫

(※) 第１期実施計画の事業名 橋りょう長寿命化事業 財務会計上の事業名 橋りょう長寿命化事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継続 時 限

一般会計 特別会計 企業会計

１ 実施済 ２ 実施予定 ３ 予定無し

上記の内容

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

橋 2 2 2 1 -

橋 2 2 1 － －

課　題

対　策

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成２８年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由 今後も計画に沿って老朽化した橋りょうの改修を図ることが必要である。

平成27年度の取組
（平成26年度比）

上記の内容 老朽化する橋りょうに対し、引き続き点検・補修することにより、安全・安心な道路網を確保する

現在抱える課題
と

その対策

　15m以上18橋のほか2m以上15m未満107橋や横断歩道橋9橋を点検・補修するには、予算確
保並びに技術者の確保・育成が必要

　損傷程度や重要性を考慮し、優先順位を決め、効率的な事業遂行に取組む。引き続き交付
金を活用するとともに、事業実施のために必要な人員を確保していく

橋りょう修繕計画に沿って補修工事を実施し、安心・安全な道路網を確保でき、かつライフサイ
クルコストの縮減を図ることができたため

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成22年度～平成26年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

平成 　 年度

見直しの内容

成果の達成状況

選択の理由 橋りょうの延命化を図ることができたため

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

事業は効率的に
実施できているか

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

橋りょうの修繕

修繕の詳細設計

見込まれる効果   （　　　　　　　　）

不可能の場合：選択の理由 工事については、アウトソーシングという考え方がないため

上記の内容 橋りょうの長寿命化修繕計画に基づく設計及び点検業務

２又は３の場合：今後のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

１又は２の場合：導入の効果   （　　　　　　　　）

１ すべて導入済 ２ 一部導入済 ３ 未導入

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

可能 不可能

Ａ 目標を達成した Ｂ 目標を達成できなかった Ｃ 判断できない

活動 成果

活動

活動

活動

成果

成果

成果

活動 成果

実 施 未実施

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止

Ｂ 改善の余地があるＡ Ｃ
（改善の余地がない）

有効的である

（抜本的な見直しが必要）

有効的でない
（改善の余地がない）（改善の余地がない）

効率的である 効率的でない
Ｂ 改善の余地がある Ｃ

（改善の余地がない）

Ａ
（改善の余地がない） （抜本的な見直しが必要）

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止



担当課長名

章

節

項目

0.0%

0.0%

- 

- 

0.17 1,326 0.17 1,326 0.12 936 0.07 532 70.6%

0.17 1,326 0.17 1,326 0.12 936 0.07 532 70.6%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

63.2%

- 

- 

- 

- 

63.2%

100.0%

- 

事務事業評価シート（２６年度実施事務事業）

担当部署名 都市建設部まちづくり課 脇尾　真次

(※) 第１期実施計画の事業名 財務会計上の事業名 都市計画道路明示測量事業

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号

財務会計上の短縮番号 5105

総合計画の体系

第１章にぎわいと活力あふれるまち

第４節道路網の整備

項目３市内幹線道路の整備

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入） （　　              　　） （　　              　　）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

都市計画道路の計画線を明確にする。

事業の対象
（誰を、何を）

市民および事業者

事業の手段・方法
（どのように）

都市計画道路区域内の建築行為に関して、申請者（土地所有者）の要請に対応して、現地測
量を実施し、申請地付近にある計画道路中心鋲を設置し、明示指令図を交付する。

実 施 期 間   （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

実 施 根 拠

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

H26/H25
(決算） (決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 0 155 0 600

主
な
内
訳

測量委託料 0 155 0 0

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付職員（フルタイム）

任期付職員（短時間勤務）

非常勤職員

アルバイト

  支  出  合  計 Ａ 1,326 1,481 936 1,132

財

源

国・府支出金

地方債

その他財源

うち受益者負担 Ｂ

一般財源 Ｃ 1,326 1,481 936 1,132

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

受益者負担の見直し 平成 　 年度

上記の内容

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継続 時 限

一般会計 特別会計 企業会計

１ 実施済 ２ 実施予定 ３ 予定無し

上記の内容

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

件 0 1 0 2 －

課　題

対　策

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

１又は２の場合：導入の効果   （　測量委託　）

上記の内容 測量成果は行政が所有しているが、測量業務については測量業者に委託している。

２又は３の場合：今後のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

見込まれる効果   （　　　　　　　　）

不可能の場合：選択の理由

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

現地明示測量件数

成果の達成状況

選択の理由 当事業は、申請者の意向により実施することから、目標値を設定することができない。

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

事業は効率的に
実施できているか

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

都市計画決定後、長期未着手のまま整備の目途が立っていない路線がある。

都市計画道路の見直しを行い、必要性・実現性がない路線については廃止を行う。

申請者の意向により明示測量ができる体制を整えていく必要があるため、改善の余地がない。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成22年度～平成26年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

平成 　 年度

見直しの内容

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成２８年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
都市計画道路の見直しにより本事業の対象路線は今後限定されるが、申請者の意向により明
示測量ができる体制を整えておく必要があるため、対象路線の整備がすべて完了するまでは
現状維持とする。

平成27年度の取組
（平成26年度比）

上記の内容 申請者の意向により明示測量ができる体制を整えていく必要があるため。

現在抱える課題
と

その対策

１ すべて導入済 ２ 一部導入済 ３ 未導入

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

可能 不可能

Ａ 目標を達成した Ｂ 目標を達成できなかった Ｃ 判断できない

活動 成果

活動

活動

活動

成果

成果

成果

活動 成果

実 施 未実施

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止

Ｂ 改善の余地があるＡ Ｃ
（改善の余地がない）

有効的である

（抜本的な見直しが必要）

有効的でない
（改善の余地がない）（改善の余地がない）

効率的である 効率的でない
Ｂ 改善の余地がある Ｃ

（改善の余地がない）

Ａ
（改善の余地がない） （抜本的な見直しが必要）

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止



担当課長名

章

節

項目

55.4%

55.4%

- 

- 

0.26 2,028 0.22 1,716 0.18 1,404 0.20 1,520 81.8%

0.26 2,028 0.22 1,716 0.18 1,404 0.20 1,520 81.8%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

57.0%

0.0%

0.0%

- 

- 

701.7%

1230.4%

- 

事務事業評価シート（２６年度実施事務事業）

担当部署名 都市建設部道路課 和田　冨士夫

(※) 第１期実施計画の事業名 歩道改良事業 財務会計上の事業名 歩道改良事業

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号 1043 1 財務会計上の短縮番号 4874

総合計画の体系

第１章にぎわいと活力あふれるまち

第４節道路網の整備

項目３市内幹線道路の整備

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入） （　　              　　） （　　              　　）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

歩行者の安全で快適な歩行空間を確保する

事業の対象
（誰を、何を）

歩道

事業の手段・方法
（どのように）

池田市交通バリアフリー基本構想に準じ、歩道の改良・拡張、透水性舗装、視覚障がい者誘導
ブロック等を施工する。

実 施 期 間   （平成１９年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

実 施 根 拠

※根拠法とその条項 池田市交通バリアフリー基本構想（H18.3）

２　事業費等

区　　　　　分
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

H26/H25
(決算） (決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 7,665 26,539 14,709 15,000

主
な
内
訳

請負費 7,665 26,539 14,709 15,000

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付職員（フルタイム）

任期付職員（短時間勤務）

非常勤職員

アルバイト

  支  出  合  計 Ａ 9,693 28,255 16,113 16,520

財

源

国・府支出金 14,563

地方債 11,400

その他財源 1,075 31 1,000

うち受益者負担 Ｂ

一般財源 Ｃ 8,618 2,292 16,082 15,520

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 88.9% 8.1% 99.8% 93.9%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

受益者負担の見直し 平成 　 年度

上記の内容

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継続 時 限

一般会計 特別会計 企業会計

１ 実施済 ２ 実施予定 ３ 予定無し

上記の内容

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

☆ ％ 64.77 67.02 67.02 67.02 100

課　題

対　策

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

１又は２の場合：導入の効果   （　　　　　　　　）

上記の内容

２又は３の場合：今後のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

見込まれる効果   （　　　　　　　　）

不可能の場合：選択の理由 工事については、アウトソーシングという考え方ｓがないため

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

特定経路の整備率

成果の達成状況

選択の理由
未整備路線の中には、用地の制約や利用状況などから整備困難な路線が含まれているため、
整備率が上がらない

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

事業は効率的に
実施できているか

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

高齢化社会が加速し、歩きやすい歩道に対する市民の関心が高まる中、歩道の改良が進まな
い。地形的、用地的な制約があり、改良困難な歩道がある

当初のバリアフリー基本構想から10年が経過し、新たなバリアフリー基本構想を作成し、市内全
域の歩道空間を対象に計画を作成し、事業を実施していく

特定経路以外にも歩道があり、街路樹の根上りや舗装の経年劣化により歩きにくい歩道となっ
ているため、改良していくことは有効。市内全域の歩道に対して、より快適な歩道空間を形成す
るためには更なる事業費の確保が必要

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成22年度～平成26年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

平成 　 年度

見直しの内容

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成２８年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由 　池田市交通バリアフリー基本構想に基づき整備が必要である。

平成27年度の取組
（平成26年度比）

上記の内容 引き続き、歩道改良を進めていく

現在抱える課題
と

その対策

１ すべて導入済 ２ 一部導入済 ３ 未導入

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

可能 不可能

Ａ 目標を達成した Ｂ 目標を達成できなかった Ｃ 判断できない

活動 成果

活動

活動

活動

成果

成果

成果

活動 成果

実 施 未実施

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止

Ｂ 改善の余地があるＡ Ｃ
（改善の余地がない）

有効的である

（抜本的な見直しが必要）

有効的でない
（改善の余地がない）（改善の余地がない）

効率的である 効率的でない
Ｂ 改善の余地がある Ｃ

（改善の余地がない）

Ａ
（改善の余地がない） （抜本的な見直しが必要）

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止



担当課長名

章

節

項目

273.7%

273.7%

- 

- 

0.50 3,900 0.33 1,659 0.39 2,310 0.74 4,149 118.2%

0.50 3,900 0.18 1,404 0.27 2,106 0.49 3,724 150.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0.15 255 0.12 204 0.25 425 80.0%

230.7%

- 

- 

- 

- 

230.7%

100.0%

- 

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

受益者負担の見直し 平成 　 年度

一般財源 Ｃ 5,369 5,191 11,977 12,149

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

その他財源

うち受益者負担 Ｂ

地方債

  支  出  合  計 Ａ 5,369 5,191 11,977 12,149

財

源

国・府支出金

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付職員（フルタイム）

任期付職員（短時間勤務）

非常勤職員

アルバイト

主
な
内
訳

補助金 1,469 3,532 9,667 8,000

H26/H25
(決算） (決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 1,469 3,532 9,667 8,000

実 施 根 拠

※根拠法とその条項 池田市狭あい道路の整備促進に関する要綱

２　事業費等

区　　　　　分
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

事業の対象
（誰を、何を）

建築物の建築行為を行う土地所有者等

事業の手段・方法
（どのように）

道路後退部分の分筆登記費用及び舗装工事等に対し、寄付を前提に助成する

実 施 期 間   （平成１４年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入） （　　              　　） （　　              　　）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

道路後退部分を市で管理することにより狭あい道路の解消を図る

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号 1044 1 財務会計上の短縮番号 4657

総合計画の体系

第１章にぎわいと活力あふれるまち

第４節道路網の整備

項目４生活道路の整備と狭あい道路の解消

事務事業評価シート（２６年度実施事務事業）

担当部署名 都市建設部道路課 和田　冨士夫

(※) 第１期実施計画の事業名 狭あい道路整備促進補助事業 財務会計上の事業名
狭あい道路整備促進補助事

業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継続 時 限

一般会計 特別会計 企業会計

１ 実施済 ２ 実施予定 ３ 予定無し

上記の内容

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

件 3 6 11 10 －

課　題

対　策

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成２８年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
道路との高低差のある後退整備や交差点の喉元敷地の後退整備など狭あい整備の重点課題
について拡充をはかり、安全安心な道路行政の推進が必要である。

平成27年度の取組
（平成26年度比）

上記の内容 引き続き狭あい道路を解消していくため、寄付を前提に助成を進めていく

現在抱える課題
と

その対策

寄付が前提にしている為、寄付が成立しなかった場合、空地は確保されるが道路形態としては
整備されない。また、崖地などの整備に多額の費用が発生し、助成金での整備は困難

要綱を見直し、助成の対象を拡充する
用地の買上げも含め、狭あい道路の解消に取り組む

順次狭あい道路を解消し、将来的に緊急車両等が通行可能な道路を確保するためには、有効
な手法であるが、助成金では整備が困難な箇所について、より多くの事業費が必要

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成22年度～平成26年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

平成 　 年度

見直しの内容

成果の達成状況

選択の理由 順次狭あい道路を解消し、将来的に緊急車両等が通行可能な道路を確保できたため

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

事業は効率的に
実施できているか

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

狭あい道路整備

見込まれる効果   （　　　　　　　　）

不可能の場合：選択の理由
市が主体の事業であり、申請件数の把握が困難なことと、個人情報が含まれているため外部委託は不可
能

上記の内容

２又は３の場合：今後のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

１又は２の場合：導入の効果   （　　　　　　　　）

１ すべて導入済 ２ 一部導入済 ３ 未導入

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

可能 不可能

Ａ 目標を達成した Ｂ 目標を達成できなかった Ｃ 判断できない

活動 成果

活動

活動

活動

成果

成果

成果

活動 成果

実 施 未実施

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止

Ｂ 改善の余地があるＡ Ｃ
（改善の余地がない）

有効的である

（抜本的な見直しが必要）

有効的でない
（改善の余地がない）（改善の余地がない）

効率的である 効率的でない
Ｂ 改善の余地がある Ｃ

（改善の余地がない）

Ａ
（改善の余地がない） （抜本的な見直しが必要）

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止



担当課長名

章

節

項目

106.8%

106.8%

- 

- 

0.15 1,170 0.16 1,248 0.16 1,248 1.51 8,526 100.0%

0.15 1,170 0.16 1,248 0.16 1,248 1.01 7,676 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0.50 850 - 

104.3%

- 

- 

106.8%

- 

100.0%

95.9%

- 

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

受益者負担の見直し 平成 　 年度

一般財源 Ｃ 1,170 1,248 1,248 8,526

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 34.4% 36.1% 34.6% 77.3%

その他財源 2,236 2,205 2,354 2,500

うち受益者負担 Ｂ

地方債

  支  出  合  計 Ａ 3,406 3,453 3,602 11,026

財

源

国・府支出金

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付職員（フルタイム）

任期付職員（短時間勤務）

非常勤職員

アルバイト

主
な
内
訳

電算委託料 2,236 2,205 2,354 2,500

H26/H25
(決算） (決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 2,236 2,205 2,354 2,500

実 施 根 拠

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

事業の対象
（誰を、何を）

法定・法定外公共物

事業の手段・方法
（どのように）

法定・法定外公共物で寄付・帰属を受けたデータ、明示確定図更新、譲与申請・管理業務の
推進

実 施 期 間   （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入） （　　              　　） （　　              　　）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

管理システムの構築を図る

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号 1044 2 財務会計上の短縮番号 4807

総合計画の体系

第１章にぎわいと活力あふれるまち

第４節道路網の整備

項目４生活道路の整備と狭あい道路の解消

事務事業評価シート（２６年度実施事務事業）

担当部署名 都市建設部道路課 和田　冨士夫

(※) 第１期実施計画の事業名 道路等管理システム運用事業 財務会計上の事業名 道路等管理システム運用事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継続 時 限

一般会計 特別会計 企業会計

１ 実施済 ２ 実施予定 ３ 予定無し

上記の内容

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

回 1 1 1 1 1

課　題

対　策

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成２８年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由 　道路台帳のデジタル化に伴いシステムを道路台帳に移行し、効率的な運用目指す。

平成27年度の取組
（平成26年度比）

上記の内容 境界明示資料の境界画定業務のデータ化により、迅速な対応ができる

現在抱える課題
と

その対策

道路台帳との1本化

道路台帳との1本化の実施

境界明示資料の境界画定業務のデータ化により、迅速な対応ができ有効的であるが、道路台
帳との１本化を図ることにより更なる事業費の削減が可能なため

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成22年度～平成26年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

平成 　 年度

見直しの内容

成果の達成状況

選択の理由 境界明示資料の境界画定業務のデータ化により、迅速な対応ができたため

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

事業は効率的に
実施できているか

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

更新作業

見込まれる効果   （　　　　　　　　）

不可能の場合：選択の理由

上記の内容
寄付・帰属データ及び明示確定図等をスキャニングし、パソコンによる閲覧を可能とするため、年度更新を
図る必要があることから業者委託を行っている

２又は３の場合：今後のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

１又は２の場合：導入の効果   （　　　　　　　　）

１ すべて導入済 ２ 一部導入済 ３ 未導入

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

可能 不可能

Ａ 目標を達成した Ｂ 目標を達成できなかった Ｃ 判断できない

活動 成果

活動

活動

活動

成果

成果

成果

活動 成果

実 施 未実施

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止

Ｂ 改善の余地があるＡ Ｃ
（改善の余地がない）

有効的である

（抜本的な見直しが必要）

有効的でない
（改善の余地がない）（改善の余地がない）

効率的である 効率的でない
Ｂ 改善の余地がある Ｃ

（改善の余地がない）

Ａ
（改善の余地がない） （抜本的な見直しが必要）

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止



担当課長名

章

節

項目

59.1%

59.1%

- 

- 

1.08 6,324 0.51 2,060 0.40 2,140 0.82 6,232 78.4%

0.58 4,524 0.18 1,404 0.23 1,794 0.82 6,232 127.8%

0.50 1,800 0.05 180 0.03 108 0 60.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0.28 476 0.14 238 0 50.0%

79.5%

- 

- 

59.1%

- 

103.9%

130.7%

- 

事務事業評価シート（２６年度実施事務事業）

担当部署名 都市建設部道路課 和田　冨士夫

(※) 第１期実施計画の事業名 市道敷地取得測量事業 財務会計上の事業名 市道敷地取得測量事業

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号 1044 3 財務会計上の短縮番号 4805

総合計画の体系

第１章にぎわいと活力あふれるまち

第４節道路網の整備

項目４生活道路の整備と狭あい道路の解消

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入） （　　              　　） （　　              　　）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

登記上の権原取得が完了し、市道敷地として管理できる

事業の対象
（誰を、何を）

道路後退部分等の寄付を受けた道路敷地

事業の手段・方法
（どのように）

測量及び分筆作業を行う

実 施 期 間   （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

実 施 根 拠

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

H26/H25
(決算） (決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 605 2,461 1,454 2,500

主
な
内
訳

測量委託料 605 2,461 1,454 2,500

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付職員（フルタイム）

任期付職員（短時間勤務）

非常勤職員

アルバイト

  支  出  合  計 Ａ 6,929 4,521 3,594 8,732

財

源

国・府支出金

地方債

その他財源 605 2,461 1,454 2,500

うち受益者負担 Ｂ

一般財源 Ｃ 6,324 2,060 2,140 6,232

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 91.3% 45.6% 59.5% 71.4%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

受益者負担の見直し 平成 　 年度

上記の内容

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継続 時 限

一般会計 特別会計 企業会計

１ 実施済 ２ 実施予定 ３ 予定無し

上記の内容

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

件 3 20 9 10 －

課　題

対　策

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

１又は２の場合：導入の効果   （　　　　　　　　）

上記の内容 道路中心後退により発生した用地の寄付に伴う、測量及び分筆作業を業者委託している

２又は３の場合：今後のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

見込まれる効果   （　　　　　　　　）

不可能の場合：選択の理由

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

権原取得測量

成果の達成状況

選択の理由
寄付・帰属による道路の分筆測量を行い、池田市への所有権移転により、道路管理を行うこと
ができたため

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

事業は効率的に
実施できているか

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

狭あい道路助成以前の道路後退物件の把握

路線別にて調査を行う

寄付・帰属による道路の分筆測量を行い、池田市への所有権移転により、道路管理を行うこと
ができ、効率的に道路管理を行うことができたため

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成22年度～平成26年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

平成 　 年度

見直しの内容

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成２８年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由 　狭あい道路整備の一環として土地取得のため、本事業を推進する。

平成27年度の取組
（平成26年度比）

上記の内容
引き続き、寄付・帰属による道路の分筆測量を行い、池田市への所有権移転により、道路管理
を行う

現在抱える課題
と

その対策

１ すべて導入済 ２ 一部導入済 ３ 未導入

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

可能 不可能

Ａ 目標を達成した Ｂ 目標を達成できなかった Ｃ 判断できない

活動 成果

活動

活動

活動

成果

成果

成果

活動 成果

実 施 未実施

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止

Ｂ 改善の余地があるＡ Ｃ
（改善の余地がない）

有効的である

（抜本的な見直しが必要）

有効的でない
（改善の余地がない）（改善の余地がない）

効率的である 効率的でない
Ｂ 改善の余地がある Ｃ

（改善の余地がない）

Ａ
（改善の余地がない） （抜本的な見直しが必要）

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止



担当課長名

章

節

項目

105.3%

105.3%

- 

- 

0.25 1,950 0.22 1,716 0.29 2,262 0.26 1,976 131.8%

0.25 1,950 0.22 1,716 0.29 2,262 0.26 1,976 131.8%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

112.7%

- 

- 

105.3%

- 

131.8%

116.9%

- 

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

受益者負担の見直し 平成 　 年度

一般財源 Ｃ 1,950 1,716 2,262 1,976

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 30.2% 28.0% 32.8% 28.3%

その他財源 4,515 4,410 4,644 5,000

うち受益者負担 Ｂ

地方債

  支  出  合  計 Ａ 6,465 6,126 6,906 6,976

財

源

国・府支出金

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付職員（フルタイム）

任期付職員（短時間勤務）

非常勤職員

アルバイト

主
な
内
訳

台帳作成委託料 4,515 4,410 4,644 5,000

H26/H25
(決算） (決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 4,515 4,410 4,644 5,000

実 施 根 拠

※根拠法とその条項 道路法第２８条（道路台帳）

２　事業費等

区　　　　　分
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

事業の対象
（誰を、何を）

前年度、寄付・帰属を受けた市道敷地

事業の手段・方法
（どのように）

道路台帳の整備

実 施 期 間   （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入） （　　              　　） （　　              　　）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

市道敷地の把握と適切な管理が出来る

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号 1044 4 財務会計上の短縮番号 4810

総合計画の体系

第１章にぎわいと活力あふれるまち

第４節道路網の整備

項目４生活道路の整備と狭あい道路の解消

事務事業評価シート（２６年度実施事務事業）

担当部署名 都市建設部道路課 和田　冨士夫

(※) 第１期実施計画の事業名 道路台帳作成事業 財務会計上の事業名 道路台帳作成事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継続 時 限

一般会計 特別会計 企業会計

１ 実施済 ２ 実施予定 ３ 予定無し

上記の内容

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

回 1 1 1 1 1

課　題

対　策

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成２８年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由 　道路台帳のデジタル化により各管理システムの一本化を図り、効率的な運用目指す。

平成27年度の取組
（平成26年度比）

上記の内容 寄付・帰属による道路台帳の更新により、正確な情報の提供ができる

現在抱える課題
と

その対策

毎年更新費が伴う（H27年度　500万）

地積調査と道路台帳の整備を行い、管理システムの1本化

寄付・帰属による道路台帳の更新により、正確な情報の提供ができ、有効的であるが、地積調
査と道路台帳の整備を行い、管理システムの１本化を図ることにより更なる事業費の削減を図る
ことができるため

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成22年度～平成26年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

平成 　 年度

見直しの内容

成果の達成状況

選択の理由 寄付・帰属による道路台帳の更新により、正確な情報の提供ができたため

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

事業は効率的に
実施できているか

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

道路台帳作成業務

見込まれる効果   （　　　　　　　　）

不可能の場合：選択の理由

上記の内容
前年度で寄付・帰属を受けた市道について、道路法に定められた道路台帳の更新作業として業者委託し
ている

２又は３の場合：今後のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

１又は２の場合：導入の効果   （　　　　　　　　）

１ すべて導入済 ２ 一部導入済 ３ 未導入

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

可能 不可能

Ａ 目標を達成した Ｂ 目標を達成できなかった Ｃ 判断できない

活動 成果

活動

活動

活動

成果

成果

成果

活動 成果

実 施 未実施

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止

Ｂ 改善の余地があるＡ Ｃ
（改善の余地がない）

有効的である

（抜本的な見直しが必要）

有効的でない
（改善の余地がない）（改善の余地がない）

効率的である 効率的でない
Ｂ 改善の余地がある Ｃ

（改善の余地がない）

Ａ
（改善の余地がない） （抜本的な見直しが必要）

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止



担当課長名

章

節

項目

164.1%

188.7%

121.1%

100.4%

0.25 1,950 0.22 1,716 0.21 1,638 0.78 5,928 95.5%

0.25 1,950 0.22 1,716 0.21 1,638 0.78 5,928 95.5%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

157.1%

- 

- 

- 

- 

157.1%

100.0%

- 

事務事業評価シート（２６年度実施事務事業）

担当部署名 都市建設部道路課 和田　冨士夫

(※) 第１期実施計画の事業名 道路維持事業（道路維持委託事業） 財務会計上の事業名 道路維持委託事業

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号 1044 5 財務会計上の短縮番号 4835

総合計画の体系

第１章にぎわいと活力あふれるまち

第４節道路網の整備

項目４生活道路の整備と狭あい道路の解消

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入） （　　              　　） （　　              　　）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

道路維持関連業務を委託することにより、市民の快適な日常生活の寄与に努める

事業の対象
（誰を、何を）

市内一円の市道及び市管理道路における道路清掃、土砂処分、ﾎﾟﾝﾌﾟ点検等

事業の手段・方法
（どのように）

専門業者に委託する

実 施 期 間   （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

実 施 根 拠

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

H26/H25
(決算） (決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 15,142 15,240 25,002 25,703

主
な
内
訳

清掃委託料 10,280 10,311 19,455 20,000

ｼﾙﾊﾞｰｾﾝﾀｰ活用事業委託
料

2,496 2,484 3,007 3,064

処分委託料 1,064 1,194 1,199 1,200

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付職員（フルタイム）

任期付職員（短時間勤務）

非常勤職員

アルバイト

  支  出  合  計 Ａ 17,092 16,956 26,640 31,631

財

源

国・府支出金

地方債

その他財源

うち受益者負担 Ｂ

一般財源 Ｃ 17,092 16,956 26,640 31,631

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

受益者負担の見直し 平成 　 年度

上記の内容

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継続 時 限

一般会計 特別会計 企業会計

１ 実施済 ２ 実施予定 ３ 予定無し

上記の内容

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

km 291.3 291.3 291.3 291.3 －

課　題

対　策

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

１又は２の場合：導入の効果   （　　　　　　　　）

上記の内容 定期的な事業であり、市で設計し、委託事業として発注している

２又は３の場合：今後のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

見込まれる効果   （　　　　　　　　）

不可能の場合：選択の理由

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

道路清掃

成果の達成状況

選択の理由 市民の快適な日常生活に寄与したため

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

事業は効率的に
実施できているか

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

定期的な事業であるが、事業の必要性を随時見直しつつ、市民の快適な日常生活に寄与する

市民の参画を募り、市民とともに地域の清掃活動やまちづくりに努めていく

道路維持の定期的な委託事業であり、市民の快適な日常生活に寄与しており、有効的かつ効
率的であるため

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成22年度～平成26年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

平成 　 年度

見直しの内容

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成２８年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
　道路維持において需要が高まる中、市民参画の可能性を示唆しながら、事業推進を図ること
が必要である

平成27年度の取組
（平成26年度比）

上記の内容 道路維持の定期的な委託事業であり、今後も継続的に必要な事業

現在抱える課題
と

その対策

１ すべて導入済 ２ 一部導入済 ３ 未導入

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

可能 不可能

Ａ 目標を達成した Ｂ 目標を達成できなかった Ｃ 判断できない

活動 成果

活動

活動

活動

成果

成果

成果

活動 成果

実 施 未実施

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止

Ｂ 改善の余地があるＡ Ｃ
（改善の余地がない）

有効的である

（抜本的な見直しが必要）

有効的でない
（改善の余地がない）（改善の余地がない）

効率的である 効率的でない
Ｂ 改善の余地がある Ｃ

（改善の余地がない）

Ａ
（改善の余地がない） （抜本的な見直しが必要）

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止



担当課長名

章

節

項目

126.6%

114.7%

108.5%

345.8%

0.80 6,240 0.19 1,482 0.20 1,560 0.63 4,788 105.3%

0.80 6,240 0.19 1,482 0.20 1,560 0.63 4,788 105.3%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

125.0%

- 

- 

- 

- 

125.0%

100.0%

- 

事務事業評価シート（２６年度実施事務事業）

担当部署名 都市建設部道路課 和田　冨士夫

(※) 第１期実施計画の事業名 道路維持事業（道路維持管理事業） 財務会計上の事業名 道路維持管理事業

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号 1044 5 財務会計上の短縮番号 4830

総合計画の体系

第１章にぎわいと活力あふれるまち

第４節道路網の整備

項目４生活道路の整備と狭あい道路の解消

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入） （　　              　　） （　　              　　）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

市民の安全で快適な通行の確保

事業の対象
（誰を、何を）

市内一円の市道及び市管理道路

事業の手段・方法
（どのように）

適切な維持管理を行う

実 施 期 間   （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

実 施 根 拠

※根拠法とその条項 道路法第42条（道路の維持又は修繕）

２　事業費等

区　　　　　分
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

H26/H25
(決算） (決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 20,228 18,209 23,053 26,139

主
な
内
訳

補助金 17,352 15,149 17,383 18,292

光熱水費 1,017 1,133 1,229 1,260

修繕料 937 998 3,451 5,660

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付職員（フルタイム）

任期付職員（短時間勤務）

非常勤職員

アルバイト

  支  出  合  計 Ａ 26,468 19,691 24,613 30,927

財

源

国・府支出金

地方債

その他財源

うち受益者負担 Ｂ

一般財源 Ｃ 26,468 19,691 24,613 30,927

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

受益者負担の見直し 平成 　 年度

上記の内容

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継続 時 限

一般会計 特別会計 企業会計

１ 実施済 ２ 実施予定 ３ 予定無し

上記の内容

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

件 60 41 50 50 －

課　題

対　策

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

１又は２の場合：導入の効果   （　　　　　　　　）

上記の内容 経常経費的事業であり、一部の業務を池田市公共施設管理公社に補助金を支出し、実施している

２又は３の場合：今後のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

見込まれる効果   （　　　　　　　　）

不可能の場合：選択の理由 経常経費的事業であり、アウトソーシングする必要がないため

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

路面補修の件数

成果の達成状況

選択の理由 道路及び付属施設について、適宜、点検・補修を行い、維持管理できたため

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

事業は効率的に
実施できているか

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

市職員が減少し、要望件数も増える中、池田市公共施設管理公社との連携が課題

池田市公共施設管理公社との連携を効率的にとる

道路及び付属施設について、必要な時に必要な箇所に対し、点検・補修を行い維持管理でき
ているため

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成22年度～平成26年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

平成 　 年度

見直しの内容

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成２８年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由 道路及び付帯施設の維持管理の需要が高まる中、引続き本事業の推進を図る必要がある。

平成27年度の取組
（平成26年度比）

上記の内容 引き続き、道路及び付属施設について、適宜、点検・補修を行い、維持管理していく

現在抱える課題
と

その対策

１ すべて導入済 ２ 一部導入済 ３ 未導入

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

可能 不可能

Ａ 目標を達成した Ｂ 目標を達成できなかった Ｃ 判断できない

活動 成果

活動

活動

活動

成果

成果

成果

活動 成果

実 施 未実施

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止

Ｂ 改善の余地があるＡ Ｃ
（改善の余地がない）

有効的である

（抜本的な見直しが必要）

有効的でない
（改善の余地がない）（改善の余地がない）

効率的である 効率的でない
Ｂ 改善の余地がある Ｃ

（改善の余地がない）

Ａ
（改善の余地がない） （抜本的な見直しが必要）

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止



担当課長名

章

節

項目

100.2%

100.2%

- 

- 

0.27 2,106 0.27 1,980 0.25 1,824 0.44 3,344 92.6%

0.27 2,106 0.24 1,872 0.22 1,716 0.44 3,344 91.7%

0 0.03 108 0.03 108 0 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

100.1%

- 

- 

162.4%

- 

4.5%

4.5%

- 

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

受益者負担の見直し 平成 　 年度

一般財源 Ｃ 46,185 40,157 1,824 43,344

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 43.2% 39.5% 1.8% 41.9%

その他財源 60,832 61,556 99,982 60,000

うち受益者負担 Ｂ

地方債

  支  出  合  計 Ａ 107,017 101,713 101,806 103,344

財

源

国・府支出金

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付職員（フルタイム）

任期付職員（短時間勤務）

非常勤職員

アルバイト

主
な
内
訳

請負費 104,911 99,733 99,982 100,000

H26/H25
(決算） (決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 104,911 99,733 99,982 100,000

実 施 根 拠

※根拠法とその条項 道路法第42条（道路の維持又は修繕）

２　事業費等

区　　　　　分
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市内一円の市道及び市管理道路

事業の手段・方法
（どのように）

維持補修を効果的に行う

実 施 期 間   （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入） （　　              　　） （　　              　　）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

市内一円の市道及び市管理道路の車両や歩行者の円滑な通行を確保する

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号 1044 5 財務会計上の短縮番号 4840

総合計画の体系

第１章にぎわいと活力あふれるまち

第４節道路網の整備

項目４生活道路の整備と狭あい道路の解消

事務事業評価シート（２６年度実施事務事業）

担当部署名 都市建設部道路課 和田　冨士夫

(※) 第１期実施計画の事業名 道路維持事業（道路維持工事） 財務会計上の事業名 道路維持工事

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継続 時 限

一般会計 特別会計 企業会計

１ 実施済 ２ 実施予定 ３ 予定無し

上記の内容

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

ｍ２ 13,300.8 13,973.5 7,511.0 10,000.0 －

課　題

対　策

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成２８年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由 市道213kmを計画的に補修を行う

平成27年度の取組
（平成26年度比）

上記の内容 引き続き、経年劣化による損傷個所や補修要望のある路線について、順次補修していく

現在抱える課題
と

その対策

今後、さらに経年劣化による損傷個所が増加していくことが想定され、事業費の確保が必要

補修計画を作成し、交付金を活用することにより、事業費を確保する

経年劣化による損傷個所や補修要望箇所に対して、有効的な手法であるが、多様化・高度化
する市民ニーズに対して、より多くの事業費の確保が必要

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成22年度～平成26年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

平成 　 年度

見直しの内容

成果の達成状況

選択の理由 市内一円の舗装は、経年劣化により損傷個所が多く、またそれに対する補修要望が多い

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

事業は効率的に
実施できているか

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

維持補修工事

見込まれる効果   （　　　　　　　　）

不可能の場合：選択の理由 工事についてはアウトソーシングという考え方がないため

上記の内容

２又は３の場合：今後のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

１又は２の場合：導入の効果   （　　　　　　　　）

１ すべて導入済 ２ 一部導入済 ３ 未導入

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

可能 不可能

Ａ 目標を達成した Ｂ 目標を達成できなかった Ｃ 判断できない

活動 成果

活動

活動

活動

成果

成果

成果

活動 成果

実 施 未実施

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止

Ｂ 改善の余地があるＡ Ｃ
（改善の余地がない）

有効的である

（抜本的な見直しが必要）

有効的でない
（改善の余地がない）（改善の余地がない）

効率的である 効率的でない
Ｂ 改善の余地がある Ｃ

（改善の余地がない）

Ａ
（改善の余地がない） （抜本的な見直しが必要）

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止



担当課長名

章

節

項目

90.1%

90.1%

- 

- 

0.36 2,808 0.14 1,092 0.18 1,404 0.52 3,952 128.6%

0.36 2,808 0.14 1,092 0.18 1,404 0.52 3,952 128.6%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

92.4%

- 

- 

90.1%

- 

128.6%

139.1%

- 

事務事業評価シート（２６年度実施事務事業）

担当部署名 都市建設部道路課 和田　冨士夫

(※) 第１期実施計画の事業名 交通安全施設整備事業 財務会計上の事業名 交通安全施設整備事業

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号 1044 7 財務会計上の短縮番号 4750

総合計画の体系

第１章にぎわいと活力あふれるまち

第４節道路網の整備

項目４生活道路の整備と狭あい道路の解消

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入） （　　              　　） （　　              　　）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

安全かつ円滑な道路の整備

事業の対象
（誰を、何を）

市内の市道及び市管理道路

事業の手段・方法
（どのように）

危険個所に道路反射鏡、防護柵、区画線等を設置する

実 施 期 間   （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

実 施 根 拠

※根拠法とその条項 道路法第４５条（道路標識等の設置）、道路法第85条（道路の附属物の新設又は改築）

２　事業費等

区　　　　　分
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

H26/H25
(決算） (決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 16,204 16,517 14,875 17,000

主
な
内
訳

請負費 16,204 16,517 14,875 17,000

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付職員（フルタイム）

任期付職員（短時間勤務）

非常勤職員

アルバイト

  支  出  合  計 Ａ 19,012 17,609 16,279 20,952

財

源

国・府支出金

地方債

その他財源 16,204 16,517 14,875 16,000

うち受益者負担 Ｂ

一般財源 Ｃ 2,808 1,092 1,404 4,952

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 14.8% 6.2% 8.6% 23.6%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

受益者負担の見直し 平成 　 年度

上記の内容

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継続 時 限

一般会計 特別会計 企業会計

１ 実施済 ２ 実施予定 ３ 予定無し

上記の内容

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

基 6,509 6,601 6,640 6,700 －

基 1,037 1,100 1,059 1,060 －

課　題

対　策

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

１又は２の場合：導入の効果   （　　　　　　　　）

上記の内容

２又は３の場合：今後のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

見込まれる効果   （　　　　　　　　）

不可能の場合：選択の理由 工事については、アウトソーシングという考え方がないため

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

街路灯の設置

道路反射鏡の設置

成果の達成状況

選択の理由 交通安全施設の改良を図り、安心・安全な道づくりができたため

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

事業は効率的に
実施できているか

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

通学路の安全対策や生活道路の安全対策について、社会的な関心が高まっている

交通安全対策特別交付金を活用しつつ、更なる予算確保をし、安全・安心な道づくりを行う

交通安全施設の改良について、有効かつ効率的に実施でき、安心・安全な道づくりに寄与で
きたため

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成22年度～平成26年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

平成 　 年度

見直しの内容

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成２８年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由 　今後も道路安全施設の整備を図って行くことが必要である。

平成27年度の取組
（平成26年度比）

上記の内容 引き続き交通安全施設の改良を図り、安心・安全な道づくりを目指す

現在抱える課題
と

その対策

１ すべて導入済 ２ 一部導入済 ３ 未導入

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

可能 不可能

Ａ 目標を達成した Ｂ 目標を達成できなかった Ｃ 判断できない

活動 成果

活動

活動

活動

成果

成果

成果

活動 成果

実 施 未実施

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止

Ｂ 改善の余地があるＡ Ｃ
（改善の余地がない）

有効的である

（抜本的な見直しが必要）

有効的でない
（改善の余地がない）（改善の余地がない）

効率的である 効率的でない
Ｂ 改善の余地がある Ｃ

（改善の余地がない）

Ａ
（改善の余地がない） （抜本的な見直しが必要）

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止



担当課長名

章

節

項目

116.0%

106.7%

144.1%

62.4%

2.98 15,994 0.27 1,286 0.38 1,839 1.32 5,312 140.7%

1.48 11,544 0.12 936 0.18 1,404 0.52 3,952 150.0%

1.00 3,600 0.05 180 0.05 180 0 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.50 850 0.10 170 0.15 255 0.80 1,360 150.0%

116.6%

- 

- 

255.3%

- 

98.2%

84.2%

- 

事務事業評価シート（２６年度実施事務事業）

担当部署名 都市建設部道路課 和田　冨士夫

(※) 第１期実施計画の事業名 交通安全施設維持管理事業 財務会計上の事業名 交通安全施設維持管理事業

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号 1044 8 財務会計上の短縮番号 4755

総合計画の体系

第１章にぎわいと活力あふれるまち

第４節道路網の整備

項目４生活道路の整備と狭あい道路の解消

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入） （　　              　　） （　　              　　）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

交通安全施設の適切な維持管理

事業の対象
（誰を、何を）

交通安全施設

事業の手段・方法
（どのように）

設置された交通安全施設を適切に修繕・更新し、機能を保全する

実 施 期 間   （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

実 施 根 拠

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

H26/H25
(決算） (決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 54,794 54,798 63,543 64,799

主
な
内
訳

光熱水費 36,682 40,918 43,654 49,171

修繕料 18,112 13,746 19,805 15,538

消耗品費 133 83 90

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付職員（フルタイム）

任期付職員（短時間勤務）

非常勤職員

アルバイト

  支  出  合  計 Ａ 70,788 56,084 65,382 70,111

財

源

国・府支出金

地方債

その他財源 7,891 6,572 16,779 8,610

うち受益者負担 Ｂ

一般財源 Ｃ 62,897 49,512 48,603 61,501

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 88.9% 88.3% 74.3% 87.7%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

受益者負担の見直し 平成 　 年度

上記の内容

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継続 時 限

一般会計 特別会計 企業会計

１ 実施済 ２ 実施予定 ３ 予定無し

上記の内容

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

件 879 680 700 700 －

件 51 38 91 70 －

課　題

対　策

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

１又は２の場合：導入の効果   （　　　　　　　　）

上記の内容 市民の安全を確保する為、施工業者と年間単価契約を締結し、緊急修繕等に対応している

２又は３の場合：今後のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

見込まれる効果   （　　　　　　　　）

不可能の場合：選択の理由

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

街路灯の修繕件数

反射鏡の修繕件数

成果の達成状況

選択の理由 設置された交通安全施設を適切に維持管理できたため

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

事業は効率的に
実施できているか

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

緊急性を要する損傷が発見され、多額の費用を要するような場合の予算措置が困難

適切に点検を実施し、計画的に更新していく
更新費用を的確に把握し、予算要求していく

街路灯の電気代や修繕費は必要不可欠であり、将来にわたって継続する事業
老朽化していく施設に対して、修繕料の確保が必要

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成22年度～平成26年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

平成 　 年度

見直しの内容

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成２８年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由 　今後も道路安全施設の維持管理を図って行くことが必要である。

平成27年度の取組
（平成26年度比）

上記の内容 引き続き、適切に修繕することにより、市民の安全を確保する

現在抱える課題
と

その対策

１ すべて導入済 ２ 一部導入済 ３ 未導入

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

可能 不可能

Ａ 目標を達成した Ｂ 目標を達成できなかった Ｃ 判断できない

活動 成果

活動

活動

活動

成果

成果

成果

活動 成果

実 施 未実施

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止

Ｂ 改善の余地があるＡ Ｃ
（改善の余地がない）

有効的である

（抜本的な見直しが必要）

有効的でない
（改善の余地がない）（改善の余地がない）

効率的である 効率的でない
Ｂ 改善の余地がある Ｃ

（改善の余地がない）

Ａ
（改善の余地がない） （抜本的な見直しが必要）

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止



担当課長名

章

節

項目

30.6%

1697.7%

0.0%

- 

0.00 0 0.14 1,092 0.16 1,248 0.34 2,584 114.3%

0 0.14 1,092 0.16 1,248 0.34 2,584 114.3%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

31.5%

20.3%

0.0%

- 

- 

250.1%

793.1%

- 

事務事業評価シート（２６年度実施事務事業）

担当部署名 都市建設部道路課 和田　冨士夫

(※) 第１期実施計画の事業名 財務会計上の事業名 道路再整備事業

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号 104 財務会計上の短縮番号 4877

総合計画の体系

第１章にぎわいと活力あふれるまち

第４節道路網の整備

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入） （　　              　　） （　　              　　）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

安心、安全な道路網を確保する

事業の対象
（誰を、何を）

老朽化する道路ストック

事業の手段・方法
（どのように）

維持管理計画の作成及び実施（調査、点検、補修）

実 施 期 間   （平成２５年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

実 施 根 拠

※根拠法とその条項
道路法第42条（道路の維持又は修繕）、道路法第85条（道路の附属物の新設又は改築）、道
路法施行規則第四条の五の五

２　事業費等

区　　　　　分
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度

H26/H25
(決算） (決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 98,968 30,304 84,000

主
な
内
訳

委託料 1,785 30,304 56,000

請負費 97,183 28,000

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付職員（フルタイム）

任期付職員（短時間勤務）

非常勤職員

アルバイト

  支  出  合  計 Ａ 0 100,060 31,552 86,584

財

源

国・府支出金 50,756 10,285 40,150

地方債 40,800 29,500

その他財源

うち受益者負担 Ｂ

一般財源 Ｃ 8,504 21,267 16,934

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 8.5% 67.4% 19.6%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

受益者負担の見直し 平成 　 年度

上記の内容

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継続 時 限

一般会計 特別会計 企業会計

１ 実施済 ２ 実施予定 ３ 予定無し

上記の内容

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

km 3 17.9 23.3 －

ヶ所 0 525 585 －

課　題

対　策

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

１又は２の場合：導入の効果   （　　　　　　　　）

上記の内容 調査路線を選定し、業者に委託している

２又は３の場合：今後のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

見込まれる効果   （　　　　　　　　）

不可能の場合：選択の理由 工事については、アウトソーシングという考え方がないため

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

路面性状調査

道路附属物点検

成果の達成状況

選択の理由
老朽化する道路ストックに対し、調査点検補修を行うことにより、安全・安心な道路網を確保でき
たため

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

事業は効率的に
実施できているか

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

社会資本整備総合交付金を活用し、事業を実施しているところであるが、交付金の内示率が低
く、計画通りの事業が遂行できない

計画を作成することにより、交付金を確保するよう努める

老朽化する道路ストックに対し、調査点検補修を行うことにより、安全・安心な道路網を確保で
き、有効的であるが、今後更に老朽化していく道路ストックに対し、新たなインフラ維持管理の
考え方や事業費の確保が必要

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成22年度～平成26年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

平成 　 年度

見直しの内容

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成２８年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由 　計画的な道路維持管理のため、計画書の作成及び計画的な点検補修が必要である

平成27年度の取組
（平成26年度比）

上記の内容 老朽化する道路ストックに対し、調査点検補修を行うことにより、安全・安心な道路網を確保する

現在抱える課題
と

その対策

１ すべて導入済 ２ 一部導入済 ３ 未導入

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

コスト削減 サービス向上 事務簡略化 その他

可能 不可能

Ａ 目標を達成した Ｂ 目標を達成できなかった Ｃ 判断できない

活動 成果

活動

活動

活動

成果

成果

成果

活動 成果

実 施 未実施

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止

Ｂ 改善の余地があるＡ Ｃ
（改善の余地がない）

有効的である

（抜本的な見直しが必要）

有効的でない
（改善の余地がない）（改善の余地がない）

効率的である 効率的でない
Ｂ 改善の余地がある Ｃ

（改善の余地がない）

Ａ
（改善の余地がない） （抜本的な見直しが必要）

１ 拡充 ２ 現状維持 ３ 縮小 ５ その他４ 廃止


